
NEDOにおける研究評価の現状と課題

NEDO技術開発機構

新エネルギー技術開発部
兼）燃料電池・水素技術開発部
兼）機械システム技術開発部

弓取 修二
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Post-project activityProject 実施

事前
評価
(2004-)

プロジェクトの
立ち上げ時

事前
評価
(2004-)

プロジェクトの
立ち上げ時

中間
評価
(2001-)

プロジェクト期間の
途中で実施

中間
評価
(2001-)

プロジェクト期間の
途中で実施

事後
評価
(2001-)

プロジェクト終了の
翌年

事後
評価
(2001-)

プロジェクト終了の
翌年

▼ ▼ ▼ ▼

追跡調査
&
評価
(2004-)

プロジェクト終了後
五年間

追跡調査
&
評価
(2004-)

プロジェクト終了後
五年間

NEDOにおける研究評価
（全体像）
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８月末の概算要求後、フェーズ１
の事前評価結果を踏まえ、事業
の内容についてより詳細に評価
する。

次年度に開始する新規事業（既
存事業で追加公募を行う場合も
含む）提案について、主として、
ＮＥＤＯ事業としての実施の適否
を評価する

⑤公募３月

④基本計画承認２月

③基本計画・事前評価書作成１月

②事前評価フェーズ２
・基本計画内容検討（9～12月）
・事前評価終了（１２月末）

８～１２月

①事前評価フェーズ１
・新規提案まとめ（４月）
・事前評価終了（７月末）

４～７月

事前評価（１）
～標準的フロー（年間サイクルのイメージ）～
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○

○

○

－（必要に応じ）

－（必要に応じ）

研究開発計画、成果、
実用化・事業化の見
通しについての検討

研究開発計画・課題、
実施方法の評価

フェーズ２

事業開始前年度の概
算要求後～１２月末

△

△

△

○

○

事業の位置づけ妥当性、
実施意義（新規性、進
歩性、緊急性等）を十分
に検討

NEDO事業としての適否
を評価

フェーズ１

事業開始前年度の６月
を目処に実施

実施上のポイント

目的

５．実用化・事業化の見通し

４．成果

３．マネジメント

２．目標の妥当性

１．事業の位置づけ・必要性

評価フェーズ

事前評価（２）～評価内容全体像（イメージ）～

基本計画への反映



5

（１）成果の実用化の可能性

（２）波及効果

（３）事業化までのシナリオ（＊）
＊但し、①基盤的技術開発や②標準・データーベースの作成など知的基盤が
主要な成果であるプロジェクトは別基準で評価

（１）研究開発目標の妥当性

（２）研究開発計画の妥当性

（３）研究開発実施者の事業体制の妥当性

（４）情勢変化への対応等

４．実用化、事業化の見通し２．研究開発マネジメント

（１）目標の達成度

（２）成果の意義

（３）特許の取得

（４）論文の発表・成果の普及

（１）NEDOの事業としての妥当性

（２）事業目的の妥当性

３．研究開発成果１．事業の位置づけ・必要性

1. Each evaluator grades (A, B, C or 
D) for each evaluation item.

A: 優, B: 良, C: 可, D: 不可
2. An average of rating is used as an 
indicator.

A=3, B=2, C=1, D=0

Score Results for Post-project Evaluation 
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Excellent

Good
60%
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中間・事後評価（１） ～実施方法と結果の整理～
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60%53%(39/74)33%(5/15)EXCELLENT

80%88%(65/74)80%(12/15)GOOD
GOALFY2003-2005FY2003YEAR

60%53%(39/74)33%(5/15)EXCELLENT

80%88%(65/74)80%(12/15)GOOD
GOALFY2003-2005FY2003YEAR

中間・事後評価（２） ～実施結果（例）～
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事前準備
・プロジェクトに参加したすべての機関を対象
・プロジェクト終了後の成果の活用予定を把握
・研究、技術開発、製品化、上市の４段階

簡易追跡調査
（現状の把握）

・１年に１度の簡単なアンケート調査（原則、５年間）
・製品化、上市等、プロジェクト後の進捗状況を把握

詳細追跡調査
（原因の把握）

追跡評価
（情報の整理・分析、
改善点の検討）

※製品化：事業部門が関与し、有償サンプル、量産試作の実施、製造ライン設置等がなされた状態。

※上市：事業部門（販売部門）が関与し、市場での取引、製品ラインアップ化（カタログ掲載）、継続
的な売上発生等が生じる状態

・上市、製品化等について、詳細なアンケートおよ
びインタビュー（追跡チャートによる情報収集）

・詳細追跡調査等で得られたデータを整理・分析し、
プロジェクト運営管理の改善点を把握

追跡調査・評価（１）～実施方法～
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平成17年度調査結果

アンケート回収状況

調査対象機関１，０８９機関のうち、全体の８８％にあたる９５３機関から、アンケートを回収（表３）

大学に比べ、企業、管理法人、独立行政法人からの回収率は９０％を越える高い回収率。

調査対象機関の内訳と回収率

（内訳）

企業 管理法人 独法 大学

送付先数 513 342 11 9 151

回収数（回収率） 444(87%) 335(98%) 11(100%) 9(100%) 89(59%)

送付先数 393 240 15 17 121

回収数（回収率） 346(88%) 235(98%) 14(93%) 14(82%) 83(69%)

送付先数 183 94 15 19 55

回収数（回収率） 163(89%) 87(93%) 13(87%) 19(100%) 44(80%)

送付先数 1,089 676 41 45 327

回収数 953（88%） 657(97%) 38(93%) 42(93%) 216(66%)

88% 97% 93% 93% 66%回収率（全体）

H17調査 計

H16年度終了分

H15年度終了分

調査対象機関 総数

H13、H14年度終了分

追跡調査・評価（３） ～実施結果例～
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追跡調査・評価（４）～実施結果例～

0

50

100

150

200

250

300

350

企
業
数

回答数 継続事業の有無 継続事業の内訳

３３３

非実施

１２０

（３６％）

継続

２１３

（６４％）

研究

７６

中止１２

技術開発

７９

上市・製品化
４６

◆ 調査に回答した333社について、継続事業の有無で整理。 更に、継続事業の内訳を、事業の現
状段階別に整理。

【凡例】
研究 ：チャンピオンデータを得る、世界最高水準を達成
する、ラボスケールの研究を終了する、学会発
表や論文投稿を行う、社内レポートを作成する
特許を出願する等の段階
技術開発：製品化に向けた技術課題の整理、ベンチスケー
ルやパイロットスケールで量産化技術を検討する、無償ｻﾝ
ﾌﾟﾙを提供する等の段階
製品化 ：量産化技術を確立する、マーケティングを行う、
有償ｻﾝﾌﾟﾙを出荷する、試作機を開発する、F/S
を行う、事業計画を作成する等の段階
上市 ：顧客との売買契約が成立する、継続的な売上が
発生する、損益分岐点を越える等の段階
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◆実施後中止に後退した企業の理由
・新たな研究開発を開始したため
・コスト上の課題を克服できなかった
・社内の事業部門に受け入れられなかった

技術の高さ・新規性が求められる一方、既
存製品や既存市場との比較においてコスト
等マーケット上の課題克服も同時に求めら
れる技術/製品であり、そこを越えられな
かった＝“死の谷”の存在
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追跡調査・評価（５）～実施結果例～
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追跡調査・評価（６）～追跡チャート～

実用化の可能性軸

時間軸

プロジェクト前 プロジェクト中 プロジェクト後

マネジメント上のポイント
環境変化等大

中

小

・プロジェクト中のマネジメント上のポイントを、時系列的に整理するツール。
・横軸に時間、縦軸に実用化の可能性（インタビュー対象者の主観に基づくもの）をと
り、チャートの変曲点に着目。
・原則、プロジェクトの前後も含め、全般的に理解されている者にインタビュー。
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追跡調査・評価（７）～追跡チャート例～

時間軸

大

中

小

プロジェクト前 プロジェクト後

不透明なビジ
ネス環境

社会情勢（法規制等）に対
する当初見込みの誤算

技術面での当初見込みの
誤算

事業部門と開発部門を繋ぐキーパーソンの存在
→事業部の支援を受け、思い切った方針転換。

ユーザーとの連携
→実証設備をユーザーと検証

コスト低減に成功

事後評価
NEDO

上市

実用化の可能性軸

プロジェクト中
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大

実用化の可能性軸

中

小

研究開発の方向性調整
に時間がかかる（PL）

成果を学会発表するが、
反響がなし

具体的な製品目標が明確

市場が伸びない

当初予定以外の用途開発

要素技術開発は着
実に進行

コストが下がらない

ユーザーが開拓できない

追跡調査・評価（８）～追跡チャート例～

時間軸
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NEDOの研究評価における課題（１）～事前評価～

１．真に必要な技術開発を如何にして見分けるか？

２．目標設定の適切性をどのように評価すべきか？

３．実用化の見通しをどのように評価すべきか？

NEDOの研究評価における課題(２)～中間・事後評価～

１．中間評価のタイミングが画一的

２．中間評価における４軸での評価基準は常に必要か？

３．中間評価では、得られた成果の評価に重点が置
かれすぎではないか？

４．事後評価のインセンティブは？

５．評価者による評点のばらつき
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NEDOの研究評価における課題(６) ～追跡調査・評価～

１．市場を経由しない成果をどのように把握するか？

２．どこまでの成果を把握すべきか？

３．追跡調査・評価をどう活用するか？

４．調査対象者にとってのインセンティブは？
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Plan(Plan(企画・査定企画・査定))
企画企画

See(See(評価評価))
技術評価技術評価

Do(Do(運営運営))
プロジェクトプロジェクト
マネジメントマネジメント

Plan(Plan(企画・査定企画・査定))
企画企画

See(See(評価評価))
技術評価技術評価

Do(Do(運営運営))
プロジェクトプロジェクト
マネジメントマネジメント

NEDOにおける研究評価の現状と課題～まとめ～

１）２００１年度から中間評価、事後評価を開始し、事前評価、追跡
調査・評価まで実施する体制を構築。
２）個別事業に関するPDSサイクルを実施し、効率的・効果的な事
業運営に貢献。
３）一方、研究評価手法等についての課題を把握。See（評価）の
中でのPDSサイクルを回す時期。
４）第２期中期計画に向け、更に「利用しやすく、成果を挙げ、分か
り易く情報を発信するNEDO」に資する研究評価のあり方を検討。

PlanPlan（企画）（企画）
((評価方法の評価方法の

構築・改善構築・改善

See(See(評価評価))
課題の形成課題の形成

Do(Do(運営運営))
評価の実施評価の実施

PlanPlan（企画）（企画）
((評価方法の評価方法の

構築・改善構築・改善

See(See(評価評価))
課題の形成課題の形成

Do(Do(運営運営))
評価の実施評価の実施
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人材育成 産学官の連携促進リスキーな研究開発テーマの先導的役割

理論（ﾒｶﾆｽﾞﾑ解
明）、評価法・装置、
ｼﾐｭﾚｰﾀ、知識の
体系化等

計量標準、化学物
質安全管理、人間
生活・福祉情報、生

物資源情報、地球
情報等

知的基盤学術成果

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ、標準、
規格

標準整備

［Science､共通基盤］

類
型
２
テ
ー
マ

先進的な研究開発の先導的役割

材料 ﾃﾞﾊﾞｲｽ

ﾌﾟﾛｾｽ ﾓｼﾞｭｰﾙ 機械・装置

ｼｽﾃﾑｿﾌﾄｳｪｱ

［Technology､応
用］

類
型
１
テ
ー
マ

先進的な研究開発テーマの先導的役割

波及効果

類
型
１
テ
ー
マ
の
下

支
え
・間
接
寄
与

国
民
生
活
へ
の
波
及
効
果

国
民
生
活
へ
の
波
及
効
果

社会インフラ ： 交通・情報ﾈｯﾄﾜｰｸ、ﾗｲﾌﾗｲﾝ整備、災害防止、教育、高度医療 等

エネルギー・資源 ：

・エネルギーの安定供給

・省エネルギー技術の開発と導入・普及

・新ｴﾈﾙｷﾞｰ開発と安定供給 等

環 境 ：

・地球温暖化防止

・有害、汚染物質の管理

・公害防止 等

安心・安全な社会安心・安全な社会 持続発展可能な社会持続発展可能な社会

波及効果

研究→開発
→実施準備
→実施

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ
（加工、組み立
て）

ｻｰﾋﾞｽ

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ（素材）

産業競争力の強化

ベンチャー、企業の成長 雇用増加

ﾏｰｹｯﾄの拡大

一次需要

二次需要新たな製品・サービスの増加

売り上げ高

産業を経由した波及効果（市場内産業を経由した波及効果（市場内
部）部）

人材育成

学術成果

人材育成 産学官の連携促進リスキーな研究開発テーマの先導的役割

理論（ﾒｶﾆｽﾞﾑ解
明）、評価法・装置、
ｼﾐｭﾚｰﾀ、知識の
体系化等

計量標準、化学物
質安全管理、人間
生活・福祉情報、生

物資源情報、地球
情報等

知的基盤学術成果

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ、標準、
規格

標準整備

［Science､共通基盤］

類
型
２
テ
ー
マ

先進的な研究開発の先導的役割

材料 ﾃﾞﾊﾞｲｽ

ﾌﾟﾛｾｽ ﾓｼﾞｭｰﾙ 機械・装置

ｼｽﾃﾑｿﾌﾄｳｪｱ

［Technology､応
用］

類
型
１
テ
ー
マ

先進的な研究開発テーマの先導的役割

波及効果波及効果

類
型
１
テ
ー
マ
の
下

支
え
・間
接
寄
与

国
民
生
活
へ
の
波
及
効
果

国
民
生
活
へ
の
波
及
効
果

社会インフラ ： 交通・情報ﾈｯﾄﾜｰｸ、ﾗｲﾌﾗｲﾝ整備、災害防止、教育、高度医療 等

エネルギー・資源 ：

・エネルギーの安定供給

・省エネルギー技術の開発と導入・普及

・新ｴﾈﾙｷﾞｰ開発と安定供給 等

環 境 ：

・地球温暖化防止

・有害、汚染物質の管理

・公害防止 等

安心・安全な社会安心・安全な社会 持続発展可能な社会持続発展可能な社会

波及効果

研究→開発
→実施準備
→実施

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ
（加工、組み立
て）

ｻｰﾋﾞｽ

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ（素材）

産業競争力の強化

ベンチャー、企業の成長 雇用増加

ﾏｰｹｯﾄの拡大

一次需要

二次需要新たな製品・サービスの増加

売り上げ高

産業を経由した波及効果（市場内産業を経由した波及効果（市場内
部）部）

人材育成

学術成果

市
場
を
経
由

市
場
を
経
由
し
な
い

参考資料１
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主
題
的
成
果 

副
次
的
成
果 

アウトプット 

研究開発の活性化 

企業 
（応用産業）

ユーザー 
（想定外） 

研究者 

国際標準化機関
(ＩＳＯ等) 

知的基盤サービスの提供 
①データベース整備 
 ・蓄積・公開数の増加 
 ・アクセス数の増加 
 ・使用料金の増加 
②物理標準・化学標準物質 
 ・計量標準数の増加 
 ・蓄積・供給数の増加 
③計測・試験・評価手法 
 ・供給・公開数の増加 
 ・商品化数・販売額の増加 
 ・開発技術応用製品の数 
④装置・機器 
 ・販売数・販売額の増加 
 ・装置・機器を使用した製品の開発数 
⑤データ利用技術開発 
 ・サービス利用数の増加 
 ・技術供給・販売先の増加 
 ・周辺技術開発への利用数 
 

・サービスの質的強化への取組み有無 

・国内委員会の開催数 

・国際標準化機関への提案数の増加、

海外利用者の増(国際貢献) 

・特許出願数、特許取得数（国内・海外） 
 

・外部表彰の増加 
・被引用数の増加 
・関連研究者数の増加 
・関連研究課題数の増加 

・メディア（新聞、雑誌）に取

り上げられた回数の増加 

（提案） 

・新製品開発（他社との協同含む）数

の増加 
・生産効率の向上 
・品質向上（粗悪品の減少） 
・海外での生産、技術移転の増加 
・国際標準化機関への提案数の増

経経経
済済済
及及及
びびび
産産産
業業業
ののの
発発発
展展展   

マスコミ

社会 

学会 
（研究者）

利用者 
（民間ユーザー） 

産業界 

・国民へのアカウンタ

ビリティの確保 
・知的基盤整備への

認知度向上 
・高度知識基盤社会

の基盤整備 
・ 安全安心な社会の

実現 

学協会 
NEDO 
行政 
政府関係者 
ＡＩＳＴ 
企業 
財団 

供給者 
開発者 
(知的基盤関連
サービス提供
産業) 

・基盤情報（物質・技術・製品）の利

用数の増加 
・質の高い基盤情報入手数の増加

や入手期間短縮 
・技術・製品・サービスの創出・開発・

改善に係る期間の短縮 
・海外基盤への依存度減少 

 

・標準・研究材料の開発 

・計測・試験・評価手法の確立、計量機器開発 

・データ整備データベースの構築及びデータ利

用技術開発 
 
具体的には、 
①計量標準 
・内分泌攪乱化学物質関連標準物質の研究開発 
・表面化学分析に用いる標準物質及びその特性評価試験方法

の研究開発 
・高分子に関する標準物質の研究開発 
・次世代薄膜デバイス産業支援用標準物質の開発 
②地質（地球科学）情報 
・日本周辺海域デジタル海底音響画像データの標準化システ

ムの研究開発 
・G-XML技術を用いた電子地質図の高度利用化の研究開発 
③化学物質安全管理 
・内分泌攪乱物質の高精度スクリーニング試験方法の開発及

びデータ基盤整備 
・ダイオキシン類等の迅速超微量物分析装置の研究開発 
④人間生活・福祉 
・高効率人体計測器の研究開発 
⑤生物遺伝資源情報 
・ 土壌中微生物の遺伝子資源の効率的探索・解析技術の開発 
・ 超難読DNA塩基配列シーケンサーの開発 
・高効率タンパク質発現システムの開発 
⑥材料 
・ファインセラミックス製造プロセスの定量的評価方法の開発 
・非鉄金属分野の知的基盤整備の研究開発 
・金属材料の高速変形特性評価方法の研究開発 
・流体および高温融体の熱特性標準データと計測技術の研究

開発 
・ニューガラスの設計に資するデータベース構築 

国内認定機関 

認定手続き 

・ 共同研究への移行、特許・ノウハウに対

する引き合い数、ライセンス供与数、ライ

センス料等の想定外に得られた成果 

・物理標準・標準物質（研究材料を

含む）・試験方法等の使用機会の増

加 
・新規な手法の開発 
・試験結果再現性の向上 

・新たな技術領域の開拓の有無 

アウトカム インパクト 

・社内外における信用、地位の向上 
・人材育成、技術力向上 
・人的ネットワークの構築 
・知的基盤以外に係る研究開発や製品開

発の促進 

（提案） 

産業の活性化及び新規産業の創出 

知的基盤の国際競争

力向上 
 
 
・ 2010年までに世界最高
である米国の整備水準 
・ 海外依存度の低減 

・法的環境整備（法令、規制等）への

活用有無 
・防災害対策等への活用有無 
・住民サービスへの活用有無 

利用者 
（国・自治体） 

特許庁 

開発者開発者

・人材、ネットワーク、技術力 

 

・その他予期せぬ成果 

・特許 

・学会発表 

・論文 

・プレスリリース 

・公開文書(ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ) 

・特許、学会発表、論文がもたらす（各成

果指標に対する）具現化・向上効果 

（ユーザー 
の情報） 

技術の権利化 

（承認・発行） 

（承認・発行） 

(・海外ﾕｰｻ゙ｰによる活用有無) 

参考資料２


